
いばらき県議会だよりNo.171 2010年（平成22年）4月18日（日曜日）11

健
全
な
財
政
運
営
を
図
る
た
め
計
画
的
な
保
有
土
地
対
策
の

推
進
を
求
め
る
決
議　
　

　

本
県
財
政
は
か
つ
て
な
い
危
機
的
状
況
に
瀕
し
て
お
り
、

財
政
健
全
化
へ
の
取
り
組
み
は
一
刻
の
猶
予
も
許
さ
れ
な
い

喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。

　

特
に
住
宅
供
給
公
社
、
土
地
開
発
公
社
に
つ
い
て
は
、
平

成
十
八
年
度
以
降
経
営
支
援
や
決
算
損
失
処
理
に
対
す
る
補

助
金
等
の
支
援
を
余
儀
な
く
さ
れ
る
な
ど
、
平
成
二
十
年
度

ま
で
に
二
百
六
十
六
億
円
を
措
置
し
て
お
り
、
ま
た
、
開
発

公
社
に
対
し
て
も
、
平
成
二
十
一
年
度
以
降
十
年
間
で
総
額

二
百
十
一
億
円
の
支
援
を
開
始
し
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、
三
公
社
や
Ｔ
Ｘ
沿
線
開
発
等
の
保
有
土
地
に
係

る
将
来
負
担
は
、
平
成
二
十
年
度
決
算
ベ
ー
ス
で
約
二
千
三

百
億
円
に
の
ぼ
っ
て
お
り
、
将
来
負
担
の
軽
減
を
図
る
た
め
、

一
般
財
源
に
よ
る
対
策
を
計
画
的
に
講
ぜ
ざ
る
を
得
な
い
ば

か
り
か
、
今
後
も
経
済
動
向
等
に
よ
り
さ
ら
な
る
増
大
も
懸

念
さ
れ
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

本
県
予
算
に
お
け
る
政
策
的
経
費
が
極
め
て
限
ら
れ
て
き

て
い
る
中
で
、
三
公
社
等
の
保
有
土
地
対
策
予
算
と
の
バ
ラ

ン
ス
を
ど
の
よ
う
に
図
っ
て
い
く
の
か
、
財
政
運
営
の
舵
取

り
に
本
県
の
将
来
が
か
か
っ
て
い
る
と
言
っ
て
も
過
言
で
は

な
い
。

　

よ
っ
て
本
県
議
会
は
、
平
成
二
十
一
年
度
補
正
予
算
及
び

平
成
二
十
二
年
度
当
初
予
算
を
採
決
す
る
に
当
た
り
、
県
民

負
担
の
さ
ら
な
る
増
大
を
防
ぐ
た
め
、
次
の
事
項
に
つ
い
て

強
く
求
め
る
も
の
で
あ
る
。

１　

茨
城
県
住
宅
供
給
公
社
に
つ
い
て
は
、
早
期
に
解
散
の

方
向
性
を
示
す
と
と
も
に
、
第
三
セ
ク
タ
ー
等
改
革
推
進

債
の
活
用
に
あ
た
っ
て
は
、
将
来
世
代
に
負
担
を
強
い
る

措
置
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
そ
の
内
容
と
額
を
明
確
に
す
る

こ
と
。

２　

三
公
社
や
Ｔ
Ｘ
沿
線
開
発
等
の
保
有
土
地
に
係
る
将
来

負
担
は
、
地
価
の
動
向
や
販
売
実
績
に
よ
り
今
後
も
増
大

が
懸
念
さ
れ
る
こ
と
か
ら
、
早
期
の
土
地
処
分
に
全
力
を

挙
げ
て
取
り
組
む
と
と
も
に
、
整
備
計
画
の
見
直
し
に
よ

る
造
成
経
費
の
圧
縮
な
ど
、
将
来
負
担
の
縮
減
に
努
め
る

こ
と
。

３　

本
県
の
平
成
二
十
二
年
度
末
に
お
け
る
県
債
残
高
見
込

み
が
一
兆
九
千
百
五
億
円
に
の
ぼ
る
こ
と
を
考
慮
し
、
県

債
の
返
済
計
画
を
策
定
す
る
と
と
も
に
、
県
債
と
保
有
土

地
対
策
を
併
せ
た
将
来
負
担
の
削
減
に
向
け
た
シ
ミ
ュ

レ
ー
シ
ョ
ン
を
行
い
、
財
政
の
健
全
化
に
努
め
る
こ
と
。

直
轄
国
道
の
権
限
移
譲
の
速
や
か
な
履
行
を
求
め
る
意
見
書

　

国
に
お
い
て
は
、
直
轄
国
道
の
地
方
移
管
及
び
必
要
な
財

源
措
置
の
重
要
性
を
深
く
認
識
さ
れ
、
第
四
次
勧
告
を
は
じ

め
こ
れ
ま
で
に
権
限
移
譲
に
関
し
て
国
と
県
で
合
意
さ
れ
た

内
容
に
つ
い
て
速
や
か
に
履
行
さ
れ
る
よ
う
強
く
要
望
す
る
。

生
産
性
の
高
い
競
争
力
に
富
ん
だ
農
家
の
育
成
を
求
め
る
意

見
書

　

国
会
及
び
政
府
に
お
い
て
は
、
以
下
の
点
に
十
分
留
意
し
、

生
産
性
の
高
い
競
争
力
に
富
ん
だ
農
家
の
育
成
を
進
め
る
施

策
の
充
実
を
行
う
よ
う
強
く
求
め
る
も
の
で
あ
る
。

１　

食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
計
画
の
策
定
に
あ
た
っ
て
は
、

生
産
性
の
高
い
担
い
手
農
家
や
集
落
営
農
を
推
進
す
べ
き

政
策
と
し
て
明
確
に
位
置
付
け
る
と
と
も
に
、
農
地
集
積

の
加
速
化
、
農
家
所
得
の
向
上
に
配
慮
す
る
こ
と
。

２　

コ
メ
戸
別
所
得
補
償
モ
デ
ル
事
業
で
は
コ
メ
余
り
と
米

価
下
落
を
招
く
懸
念
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
し
っ
か
り
と
し

た
出
口
対
策
を
講
じ
る
と
と
も
に
、
コ
メ
の
消
費
拡
大
に

努
め
る
こ
と
。

３　

全
国
で
多
様
な
農
業
が
展
開
さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、

水
田
利
活
用
・
自
給
力
向
上
事
業
で
は
全
国
一
律
単
価
で

は
な
く
、
地
域
主
権
の
理
念
に
沿
っ
た
地
域
の
話
し
合
い

で
決
め
る
方
式
を
基
本
と
す
る
こ
と
。

４　

大
幅
な
削
減
と
な
っ
た
農
業
農
村
整
備
事
業
に
つ
い
て

は
、
予
算
の
復
元
に
よ
り
、
現
在
進
め
ら
れ
て
い
る
事
業

や
今
後
新
た
に
取
り
組
む
事
業
が
計
画
通
り
実
施
で
き
る

よ
う
に
す
る
こ
と
。

選
択
的
夫
婦
別
姓
制
度
の
導
入
に
反
対
す
る
意
見
書

　

政
府
に
お
か
れ
て
は
、
婚
姻
制
度
や
家
族
の
あ
り
方
に
重

大
な
影
響
を
及
ぼ
し
、
社
会
的
混
乱
を
招
く
恐
れ
の
あ
る
選

択
的
夫
婦
別
姓
制
度
を
導
入
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
強
く
要

望
す
る
。

国
と
し
て
直
接
地
方
の
声
を
聞
く
仕
組
み
を
保
障
す
る
こ
と

を
求
め
る
意
見
書

　

国
に
お
か
れ
て
は
、
行
政
府
と
し
て
直
接
地
方
の
声
に
耳

を
傾
け
、
し
っ
か
り
と
受
け
止
め
る
仕
組
み
を
保
障
す
る
よ

う
強
く
要
望
す
る
。

教
育
公
務
員
特
例
法
の
早
期
改
正
を
求
め
る
意
見
書　
　
　

　

鳩
山
内
閣
総
理
大
臣
は
、
三
月
一
日
の
衆
議
院
予
算
委
員

会
に
お
い
て
「
教
育
公
務
員
特
例
法
」
の
改
正
に
つ
き
川
端

文
部
科
学
大
臣
に
検
討
を
指
示
し
た
が
、
改
正
す
べ
き
点
は
、

公
立
学
校
の
教
育
公
務
員
が
政
治
的
行
為
の
制
限
に
違
反
し

た
場
合
に
、
国
家
公
務
員
並
み
の
罰
則
を
設
け
る
こ
と
の
み

と
単
純
明
快
で
あ
り
、
何
ら
適
法
な
教
員
の
活
動
に
制
限
を

設
け
る
も
の
で
は
な
い
。
従
っ
て
、
政
府
に
お
い
て
は
、
直

ち
に
法
改
正
に
着
手
す
る
よ
う
、
強
く
求
め
る
。

教
員
免
許
更
新
制
の
存
続
を
求
め
る
意
見
書

　

質
の
高
い
教
員
を
確
保
し
、
国
民
の
負
託
に
こ
た
え
る
教

育
水
準
を
維
持
・
発
展
さ
せ
る
た
め
に
も
、
国
会
及
び
政
府

は
教
員
免
許
の
更
新
制
を
存
続
す
る
こ
と
を
強
く
求
め
る
。

（単位：億円）

県債残高，当初予算，公共投資及び一般財源基金残高の推移
県債残高は年々増加しており、平成 22年度末における県債残高見込みは１兆 9,105 億円にのぼります。このため、県債の返済計画を策定するとと
もに、県債と保有土地対策を併せた将来負担の削減に向け、財政の健全化に努める必要があります。

（注）１「一般財源基金残高」及び「県債残高」は、Ｈ20までは決算額、Ｈ21は最終補正後、Ｈ22は当初予算額。  ２「公共投資」は、H21までは最終予算額、Ｈ22は当初予算額。
　　　３「特例的な県債」は、地方交付税の肩代わりのため発行した臨時財政対策債や、減収補てん債などがある。  

決 議 （要旨）意 見 書

平成22年度予算のさらに詳しい内容は


